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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第２四半期
連結累計期間

第26期
第２四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 14,086 12,052 27,846

経常利益 (百万円) 2,838 1,964 5,291

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益

(百万円) 2,805 1,967 4,975

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,808 1,945 4,950

純資産額 (百万円) 33,407 36,357 35,548

総資産額 (百万円) 49,224 53,923 54,005

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 60.89 42.70 107.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) 60.77 － 107.88

自己資本比率 (％) 67.6 67.4 65.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 4,403 4,096 3,807

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △528 △654 △1,185

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,152 △1,929 △2,044

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 11,143 13,414 11,972

 

回次
第25期
第２四半期
連結会計期間

第26期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 12.90 39.39

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお
りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第26期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有
している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高12,052百万円（前年同四半期比14.4％減）、営業利益2,310百万円

（同22.3％減）、経常利益1,964百万円（同30.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,967百万円（同

29.9％減）となりました。

各セグメントの業績は次のとおりであります。

 

①資産運用事業

当事業では、富裕層のお客様の個々の資産内容を踏まえた不動産運用の仕組みと方法を考え抜き、実際に適合

する収益不動産の商品化を進めます。取扱商品は、商業、オフィス、マンション、ホテル、医療施設等と多岐に

わたり、価格帯も数億円から百数十億円まで幅広く提供します。

事業の中核は、対象物件を含む地域の特徴と将来の変化を見極め、その潜在能力を最大限に引き出すことにあ

り、最適テナントを誘致する力が問われます。

しかし、少子高齢化と人口減少に直面する日本社会において、お客様の期待と信頼に応えるには既存のテナン

トを誘致する力に限らず、社会変化に対応できるテナントを自ら創出しオペレーションを進化させ続けていく力

が問われるようになると考えております。

このような問題意識のもと、中核事業から派生する新規事業として、世界の旅行者を対象にしたコミュニティ

ホステル事業に注力しております。昨年12月にオープンしたエンブレムホステル西新井を皮切りに、この９月に

は鎌倉、11月、12月と京都で２件を立ち上げ、来年には浅草、博多、蒲田と展開してまいります。また、高度医

療分野では専門手術に優れた医師がより多くの患者の診察機会に臨み診療に集中できる専門クリニックが９月に

竣工しました。昨年来、この様な新しい取組みに挑戦する10億円を超える案件が増えてきており、当連結会計年

度も同様の状態が続いております。

当第２四半期連結累計期間の当事業の売上高は9,991百万円（前年同四半期比19.4％減）、セグメント利益は

1,871百万円（同31.9％減）となりました。

 

②プロパティマネジメント事業

当事業では、当社から収益不動産を購入され保有されるお客様の不動産保有目的を実現させるため、様々な用

途の不動産の最有効活用を追求し、最適なテナントの誘致や各種調整を図り、きめ細かい建物賃貸・管理サービ

スを行っております。

当第２四半期連結累計期間の当事業の売上高は1,101百万円（前年同四半期比25.4％増）、セグメント利益は

495百万円（同48.2％増）となりました。

 

③サービシング事業

当事業は、主に連結子会社であるグローバル債権回収株式会社が、銀行等の金融機関から、主に自己勘定にて

債権を購入し、これらの債権の管理回収等の業務を行っております。

当第２四半期連結累計期間の当事業の売上高は578百万円（前年同四半期比20.5％増）、セグメント利益は146

百万円（同3.8％増）となりました。

既存保有の買取債権の丁寧な回収活動並びに新たな債権取得は着実に進捗しております。
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④その他の事業

当事業においては、主に連結子会社である株式会社アセット・ホールディングスが保有するゴルフ場の「レー

サム　ゴルフ＆スパ　リゾート」を運営しております。

当第２四半期連結累計期間の当事業の売上高は381百万円（前年同四半期比13.6％増）、セグメント利益は24

百万円（同17.6％増）となりました。

 

(2）財政状態の変動状況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,081百万円減少し、48,544百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が1,216百万円増加して13,514百万円となり、仕掛販売用不動産が1,078百万円増加

して10,676百万円、買取債権が909百万円増加して4,597百万円となった一方で、販売用不動産が4,565百万円減

少して15,627百万円となったことによるものであります。

現金及び預金の主な変動要因は、販売用不動産の販売による10,040百万円の増加と仕入による2,563百万円の

減少、仕掛販売用不動産の開発進展に伴う工事代金並びに販売用不動産の改修工事代金の支払いによる1,674百

万円の減少、新規の資金調達と借入金の返済による差額で820百万円の減少、サービシング事業での回収による

555百万円の増加と新規の債権取得による1,256百万円の減少、配当金の支払による1,010百万円の減少などによ

るものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて999百万円増加し、5,378百万円となりました。

上記の結果、当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて81百万円減少し、

53,923百万円となりました。

 

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べて891百万円減少し、17,566百万円となりました。これは主に新規の資金調

達と借入金の返済による差額で借入金が820百万円減少した結果であります。

 

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて809百万円増加し、36,357百万円となりました。これは親会社株主

に帰属する四半期純利益の計上により、利益剰余金が1,967百万円増加した一方、配当金の支払を行ったことが

主な要因であります。

なお、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は67.4％となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度末

に比べて1,441百万円増加し、13,414百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動要因は、次のとおりであり

ます。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、4,096百万円の増加となりました。主な増加要因は、資産運用事業における売上高

9,991百万円とサービシング事業における債権回収高578百万円に係る資金増加であり、主な減少要因は、資産運

用事業における販売用不動産の仕入の支払額2,563百万円と仕掛販売用不動産の開発進展並びに販売用不動産の

改修工事代金の支払による1,674百万円の減少、サービシング事業における新規の債権取得に係る1,256百万円の

支出、及び販売費及び一般管理費の支出に係る資金減少であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、654百万円の減少となりました。主な減少要因は、有形固定資産・無形固定資産の取

得に係る支出192百万円、関係会社株式の取得による支出667百万円などであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、1,929百万円の減少となりました。これは、長期借入金3,100百万円と社債800百万円

を同額のリファイナンスをしたことによる増減以外での新規の借入額1,205百万円による増加と有利子負債の返

済額2,024百万円による減少、連結の範囲の変更を伴わないその他の関係会社有価証券の取得による支出100百万

円による減少、及び配当金の支払いによる1,010百万円の減少などの結果であります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数

普通株式 128,000,000株

計 128,000,000株

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期

会計期間末現在発行数
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 46,081,400株 46,081,400株
東京証券取引所
JASDAQ（スタンダード）

単元株式数
100株

計 46,081,400株 46,081,400株 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高(株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

平成28年９月30日 － 46,081,400 － 100 － 6,899
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

有限会社サムライパワー 大阪市北区天満4-16-9 23,000,000 49.91

田中　剛 東京都目黒区 10,157,200 22.04

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1-6-1 565,200 1.22

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-13-14 295,200 0.64

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内1-9-1 162,200 0.35

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 159,000 0.34

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT
ESCROW
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部)

5TH FLOOR,TRINITY TOWER, 9
THOMAS MORE STREET, LONDON, E1W
1YT, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南2-15-1)

158,250 0.34

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC)
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB UNITED
KINGDOM
(東京都千代田区丸の内2-7-1)

136,512 0.29

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
(常任代理人 香港上海銀行東京支店)

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA
USA 02111
(東京都中央区日本橋3-11-1)

134,700 0.29

岩崎　泰次 静岡市駿河区 119,900 0.26

計 － 34,888,162 75.70

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点３位以下を切り捨てております。

 

（７）【議決権の状況】
 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,078,500 460,785 －

単元未満株式 普通株式 2,900 － －

発行済株式総数  46,081,400 － －

総株主の議決権 － 460,785 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決
権11個）含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株が含まれております。
 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日か

ら平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,298 13,514

営業未収入金 220 261

営業投資有価証券 236 182

販売用不動産 20,192 15,627

仕掛販売用不動産 9,597 10,676

買取債権 3,688 4,597

前渡金 698 637

繰延税金資産 2,785 2,789

未収還付法人税等 24 7

その他 550 915

貸倒引当金 △666 △664

流動資産合計 49,626 48,544

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 615 578

土地 656 656

その他（純額） 142 187

有形固定資産合計 1,414 1,422

無形固定資産   

その他 309 389

無形固定資産合計 309 389

投資その他の資産   

投資有価証券 1,786 2,710

繰延税金資産 263 264

出資金 10 10

その他 594 581

投資その他の資産合計 2,654 3,567

固定資産合計 4,379 5,378

資産合計 54,005 53,923
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 300 300

1年内返済予定の長期借入金 592 559

未払法人税等 5 13

前受金 143 125

賞与引当金 11 13

その他 1,147 1,271

流動負債合計 2,200 2,282

固定負債   

社債 800 800

長期借入金 12,961 12,174

流動化調整引当金 14 4

資産除去債務 4 4

預り敷金 2,476 2,299

固定負債合計 16,256 15,283

負債合計 18,457 17,566

純資産の部   

株主資本   

資本金 100 100

資本剰余金 12,253 12,253

利益剰余金 22,867 23,821

自己株式 △0 △0

株主資本合計 35,220 36,174

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 155 119

為替換算調整勘定 51 63

その他の包括利益累計額合計 206 182

新株予約権 22 －

非支配株主持分 99 0

純資産合計 35,548 36,357

負債純資産合計 54,005 53,923
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 14,086 12,052

売上原価 9,669 8,342

売上総利益 4,417 3,709

販売費及び一般管理費 ※１ 1,442 ※１ 1,399

営業利益 2,975 2,310

営業外収益   

受取利息 6 7

その他 0 4

営業外収益合計 7 12

営業外費用   

支払利息 61 55

財務手数料 8 24

為替差損 74 275

その他 0 3

営業外費用合計 144 357

経常利益 2,838 1,964

特別利益   

新株予約権戻入益 － 22

特別利益合計 － 22

特別損失   

固定資産除売却損 3 －

特別損失合計 3 －

税金等調整前四半期純利益 2,834 1,987

法人税、住民税及び事業税 11 10

法人税等調整額 17 7

法人税等合計 29 17

四半期純利益 2,805 1,969

非支配株主に帰属する四半期純利益又は

非支配株主に帰属する四半期純損失（△）
△0 1

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,805 1,967

 

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 2,805 1,969

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5 △35

為替換算調整勘定 △1 11

その他の包括利益合計 3 △23

四半期包括利益 2,808 1,945

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,809 1,943

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 1
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,834 1,987

減価償却費 62 71

賞与引当金の増減額（△は減少） △0 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △31 △2

流動化調整引当金の増減額（△は減少） 73 △9

受取利息及び受取配当金 △6 △7

新株予約権戻入益 － △22

支払利息 61 55

固定資産除売却損益（△は益） 3 －

売上債権の増減額（△は増加） △207 △40

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 68 －

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,671 4,544

仕掛販売用不動産の増減額（△は増加） 214 △1,135

買取債権の増減額（△は増加） 142 △909

前渡金の増減額（△は増加） △79 △22

前受金の増減額（△は減少） 100 △20

未払金の増減額（△は減少） △38 △110

未払消費税等の増減額（△は減少） △58 419

預り敷金の増減額（△は減少） △14 △162

匿名組合出資金の増減額（△は増加） △246 △257

その他 △13 △241

小計 4,537 4,137

利息及び配当金の受取額 1 3

利息の支払額 △61 △55

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △74 10

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,403 4,096

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △484 △0

定期預金の払戻による収入 － 206

有形固定資産の取得による支出 △51 △79

有形固定資産の売却による収入 9 －

無形固定資産の取得による支出 － △113

関係会社株式の取得による支出 － △667

その他 △1 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △528 △654

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 1,110 4,305

長期借入金の返済による支出 △4,436 △5,124

社債の発行による収入 － 800

社債の償還による支出 － △800

連結の範囲の変更を伴わないその他の関係会社

有価証券の取得による支出
－ △100

配当金の支払額 △826 △1,010

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,152 △1,929

現金及び現金同等物に係る換算差額 △28 △69

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △306 1,441

現金及び現金同等物の期首残高 11,449 11,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 11,143 ※１ 13,414
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、日本健康食品合同会社を新たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
　　至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

広告宣伝費 5百万円 7百万円

販売促進費 139百万円 56百万円

役員報酬 150百万円 145百万円

給料手当 445百万円 479百万円

賞与 67百万円 71百万円

賞与引当金繰入額 11百万円 13百万円

法定福利費 78百万円 83百万円

地代家賃 96百万円 89百万円

支払手数料 179百万円 174百万円

貸倒引当金繰入額 △29百万円 △1百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

現金及び預金 11,723百万円 13,514百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △579百万円 △100百万円

現金及び現金同等物 11,143百万円 13,414百万円

 

EDINET提出書類

株式会社レーサム(E05179)

四半期報告書

12/16



（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 829百万円 18円 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

 
当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,013百万円 22円 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 
前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 資産運用事業

プロパティマネ
ジメント事業

サービシング
事業

その他の事業

売上高        

外部顧客への売上高 12,392 878 479 335 14,086 － 14,086

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － － 307 11 318 △318 －

計 12,392 878 786 347 14,405 △318 14,086

セグメント利益 2,749 334 140 20 3,245 △270 2,975

（注）セグメント利益の調整額△270百万円は、各報告セグメントに配分していない、一般管理費等の全社費用△237百万円及びセ
グメント間取引消去△32百万円であります。この調整額を差引いた後のセグメント利益の額は、四半期連結損益計算書に計
上している営業利益の額2,975百万円と一致しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 資産運用事業

プロパティマネ
ジメント事業

サービシング
事業

その他の事業

売上高        

外部顧客への売上高 9,991 1,101 578 381 12,052 － 12,052

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － － － 10 10 △10 －

計 9,991 1,101 578 392 12,063 △10 12,052

セグメント利益 1,871 495 146 24 2,537 △226 2,310

（注）セグメント利益の調整額△226百万円は、各報告セグメントに配分していない、一般管理費等の全社費用△226百万円及びセ
グメント間取引消去△0百万円であります。この調整額を差引いた後のセグメント利益の額は、四半期連結損益計算書に計上
している営業利益の額2,310百万円と一致しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基
礎は、以下のとおりであります。

項目

前第２四半期
連結累計期間

（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期
連結累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 60円89銭 42円70銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,805 1,967

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

2,805 1,967

普通株式の期中平均株式数（株） 46,081,397 46,081,367

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 60円77銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 88,163 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

－

第１回～第３回新株予約
権（平成25年５月８日取
締役会決議）については
平成28年５月23日に行使
期間の末日が到来したた
め、第４回新株予約権
（平成26年11月14日取締
役会決議）については平
成28年５月13日をもって
権利行使条件を満たさな
いことが確定したため、
失効しております。

（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有
している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月10日

株式会社レーサム

取締役会　御中

 

三優監査法人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 鳥居　陽　　　印

 

 業務執行社員 公認会計士 坂下　藤男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社レーサ

ムの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社レーサム及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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